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第７章 トンネル設計

第１節 トンネル設計の種類

第6701条 トンネル設計の種類

トンネル設計の種類は以下のとおりとする。

(1) 山岳トンネル設計

(2) シールドトンネル設計

(3) 開削トンネル設計

(4) トンネル設備設計

第２節 トンネル設計

第6702条 山岳トンネル設計の区分

1． 山岳トンネル設計は次の区分により行うものとする。

(1) 山岳トンネル予備設計

(2) 山岳トンネル詳細設計

第6703条 山岳トンネル予備設計

1． 業務目的

山岳トンネル予備設計は、道路トンネルを対象として、地質調査資料及び道路予備設計等既存の関

連資料を基に、当該トンネルの基本的な断面、坑口位置、換気方式、施工法を決定するとともに、

詳細設計にあたり必要となる調査及び留意事項を抽出することを目的とする。

2． 業務内容

山岳トンネル予備設計の業務内容は下記のとおりとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

受注者は、設計に先立って現地踏査を行い、設計図書に示された設計範囲及び貸与資料と現地と

の整合性を目視により確認するものとする。また、地形、地質等の自然条件、地物、環境条件等

の周辺状況等、現地の状況を把握し、併せて工事用道路・施工ヤード等の施工性の判断及び施工

設備計画の立案に必要な現地状況を把握するものとする。なお、現地調査(測量、地質調査等)を

必要とする場合、受注者はその理由を明らかにし、調査内容について監督職員に報告し、指示を

受けるものとする。

(3) 設計条件の確認

受注者は、設計図書に示された道路の幾何構造、建築限界、交通量等検討・設計上の基本的条件

について確認を行うものとする。
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(4) 本体工設計

1） 地山分類

受注者は、地質調査資料、現地踏査結果及び関連資料等を基に、指定された技術基準に示さ

れる地山分類に従って地山分類を行うものとする。

2） 断面設計

受注者は、指定された技術基準及び道路の幅員構成、建築限界、内装板、換気等諸設備の条

件及び地山分類結果等を基に、内空断面、断面構造を検討・整理のうえ適用断面を選定するも

のとする。

3） 掘削方式及び掘削工法の検討

受注者は、トンネルの延長、地形、地質、地下水、地物、トンネル断面及び周辺の環境条件

を考慮して、技術的検討、経済的な評価を行い、合理的な掘削方式及び掘削工法を選定するも

のとする。

(5) 換気検討

受注者は、トンネルの延長、縦断勾配、トンネル断面及び周辺の環境条件を考慮して、既存資料

を基に所要換気量を算定し計画可能な３案程度の換気方式を対象に比較検討を行い、経済的かつ

合理的な換気方式を選定するものとする。

(6) 特殊事項の検討

受注者は、設計図書に基づき、近接構造物への影響及び周辺環境への影響等、特殊事項の検討を

行うものとする。

(7) 坑門工設計

受注者は、実測平面図を用い1坑口あたり３案程度の比較案を抽出し、構造特性、施工性、走行

、 、 、 、 、性 経済性 維持管理 周辺環境との調和について総合的な観点から技術的特徴 課題を整理し

評価を加えるとともに簡易な透視図及び比較検討書を作成のうえ、坑門工の位置・型式を選定す

るものとする。

(8) 換気坑等設計

受注者は、設計図書に基づき、換気方式の決定に伴い生じる、立坑、斜坑、補助坑、換気所及び

各種連絡坑等のうち必要な工種について、概略施工法の検討、概略施工設備計画、標準断面の設

計を行うものとする。

(9) 諸設備検討

受注者は、設計図書に基づき、選定された換気方式に適合した換気、照明、非常用施設等トンネ

ル内諸設備計画及び受配電設備計画について概略検討を行うものとする。

(10)概略施工設備計画

受注者は、検討・設計したトンネル断面、延長等の工事規模及び施工方式を基に、以下の事項の

検討を行うものとする。

1） 概略工事工程表の作成
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2） 概算工事用電力量の算出

3） 施工ヤード及び工事用道路の概略平画図作成

(11)設計図

受注者は、関連道路設計で決定した平面・縦断線形及び当該設計の検討結果に基づき一般図(平

面図、縦断図、標準断面図)ならびに地質平面・縦断図、坑門工一般図を作成するものとする。

(12)景観検討

受注者は、設計図書に基づき、坑門工等について概略の景観検討を行うものとする。

(13)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(14)概算工事費

受注者は、第1211条(5)に基づき、概算工事費を算定するものとする。

(15)照査

照査技術者は、第1107条に基づき、下記に示す事項を標準として照査を行い、管理技術者に提出

するものとする。

1） 基本条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、そ

の内容が適切であるかについて照査を行う。特に地形、地質条件については、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。

2） 一般図を基に換気方式、諸設備計画とトンネル断面及び地質条件、地山分類と支保パターン・

。 、 、掘削方式ならびに坑門工の位置・形式の整合が適切にとれているかの照査を行う また 埋設物

支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されているかの照査を行う。

3） 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。

4） 設計計算、設計図、概算工事費の適切性及び整合性に着目し照査を行う。

(16)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条に準じて、作成するものとする。なお、以下の項目につ

いて解説し、取りまとめて記載した設計概要を作成するものとする。

1） 設計条件

2） トンネル諸元表(位置、平面線形、縦断線形、標準断面等)

3） 換気方式の選定経緯

4） 概略施工計画

5） 非常用施設計画

6） 設計図書に基づき実施した検討・設計

7） 詳細設計にあたっての必要な調査及び留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面
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(2) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(3) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(4) 地上施設等調査資料

(5) 坑門工周辺の実測地形平面図

(6) 対象地域の環境基準値

(7) 交通量関連資料

第6704条 山岳トンネル詳細設計

1． 業務目的

山岳トンネル詳細設計は、予備設計で決定されたトンネル構造について設計図書に示される条件、

関連道路設計、トンネル設備予備設計及び地質調査資料等、既存の関連資料を基に、トンネルの工

事に必要な詳細構造を経済的かつ合理的に設計し、工事発注に必要な図面・報告書を作成すること

を目的とする。

2． 業務内容

山岳トンネル詳細設計の業務内容は下記のとおりとする。なお、詳細設計は、山岳トンネル予備設

計が実施されていることを前提としており、予備設計未実施のトンネルにおいては、設計図書に定

める検討・設計項目について第6703条に準じた検討・設計を行い、詳細設計を行うものとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。

なお、現地調査以降の記述については省略するものとする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) 本体工設計

1） 地山分類

受注者は、予備設計において決定された地山分類を基に、その後の調査及び検討結果を加味

し、地山分類を行うものとする。

2） トンネル断面及び支保工の設計

受注者は、予備設計において選定された適用断面について、その後の調査及び検討結果を考

、 。慮して 適用断面の妥当性の確認を行うとともに支保工の構造及び規模を選定するものとする

特に、坑口付近、断層、破砕帯等土圧の変化が予想される箇所、地表または近接して構造物が

ある場合、かぶりの薄い場合等は安全性、施工性を考慮して、補助工法の併用も考慮した断面

及び支保工の検討を行うものとする。 ただし、断面、支保工及び補助工法の検討は、類似トン

。 、 、 、ネルの施工例等の既往資料を基に行うことを基本とする なお 受注者は 設計図書に基づき

構造計算(ＦＥＭ解析等)及び補助工法の設計を行うものとする。
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3） 掘削方式及び掘削工法の確認

受注者は、予備設計成果に、その後の調査及び検討結果を加味して、掘削方式及び掘削工法

の妥当性を確認するものとする。

(5) 坑門工設計

受注者は、決定された坑門工について、坑門躯体の構造計算を行うとともに、坑門工背部前部の

土工、法面工、抱き擁壁工、排水工の設計を行うものとする。なお、受注者は、設計図書に基づ

き、坑門工前部・背部の落石・雪崩防止工、地すべり対策工及び坑門工の杭基礎等の設計を行う

ものとする。

(6）坑門工比較設計

受注者は、設計図書に基づき、実測平面図を用い、１坑口あたり３案程度の比較案を抽出し、総

合的な観点から技術的特徴、課題を整理し、評価を加えるとともに簡易な透視図及び比較検討書

を作成のうえ、坑門工の位置・型式を選定するものとする。

(7) 防水工等設計

受注者は、トンネル内への漏水を防ぐための防水工の設計を行うものとする。

(8) 排水工設計

受注者は、トンネルの湧水及び路面水を適切に処理するため、覆工背面排水、路面排水、路盤排

水を考慮し、排水溝、排水管、集水桝等の排水構図物の設計を行うとともに、トンネル内の排水

系統の計画を行うものとする。なお、受注者は、設計図書に基づき、坑門工前部の排水工の設計

を行うものとする。

(9) 舗装工設計

受注者は、設計図書に示される交通量をもとに、排水性、照明効果、走行性、維持管理等を考慮

し、トンネル内舗装の比較検討のうえ、舗装の種類・構成を決定し、設計するものとする。

(10)非常用施設設計

1） トンネル等級の検討

受注者は、トンネル延長及び設計図書に示される交通量を基に、トンネル等級を決定するも

のとする。

2） 非常用施設の箱抜き設計

受注者は、決定したトンネル等級に基づき、非常用施設を選定し、配置計画を行うとともに

施設収容のための箱抜きの設計を行うものとする。

(11)内装設備設計

受注者は、設計図書に基づき、トンネルの内装について、トンネル延長交通量等を基に、照明効

果、吸音効果、視線誘導効果等を考慮のうえ耐火性、安全性、経済性、維持・保守の難易度及び

耐久性の比較を行い、調査職員に報告し、その指示に基づき、使用材料を決定し、設計するもの

とする。

(12)仮設構造物設計
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受注者は、設計図書に基づき仮設桟橋及び防音壁等について、設計計算を行い断面形状･寸法を

決定し、調査職員と協議のうえ、細部構造の設計を行うものとする。

(13)設計図

受注者は、関連道路設計及び当該設計で決定した事項に基づき、以下に示す設計図を作成するも

のとする。

1） トンネル位置図

2） 平面図、縦断図

3） 地質平面・縦断図

4） トンネル標準断面図及び支保工詳細図

5） 本体工補強鉄筋図

6） 坑門工一般図及び坑門工構造詳細図

7） 排水系統図及び排水工詳細図

8） 防水工等詳細図

9） 舗装工詳細図

10）非常用施設配置図及び箱抜詳細図

(14)施工計画

受注者は、下記に示す事項に関する検討を、取りまとめて記載した施工計画書を作成するととも

に、必要に応じて参考図を作成するものとする。

1） トンネルの施工法、施工順序及び施工機械

2） 工事工程計画

3） 施工ヤード計画

4） 施工中の計測計画

5） 施工にあたっての留意事項

、 、 、 。なお 受注者は 施工方法 施工ヤード計画・立案は設計図書に規定する条件で行うものとする

(15)仮設備計画

受注者は、トンネル施工に伴う仮設備について、必要に応じて下記に示す項目の検討を行うとと

もに、参考図を作成するものとする。

1） 工事中の換気設備（換気容量の算定及び設備計画）

2） 工事中の仮排水計画（計画立案）

3） 工事用電力設備（容量算定及び設備計画）

4） 給水設備（使用量、水槽容量の算定）

5） 給気設備（容量の算定）

6） 汚濁水処理設備（計画立案）

7） ストックヤード（計画立案）

8） 工事用道路計画（1/2,500程度の地形図による概略検討）
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9） 環境対策（工事中の騒音、振動対策の計画立案)

10）施工中の計測計画（計測工配置図、計測工計器配置図)

11）安全対策（計画立案)

(16)景観検討

受注者は、設計図書に基づき、坑門工等の景観検討を行うものとする。

(17)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(18)ずり捨場の検討

、 、 、 、受注者は 指定された位置を対象に ずり捨場の概略検討を行い その結果を監督職員に報告し

指示を受けるものとする。なお、受注者は、設計図書の指示に基づき、ずり捨場の設計を行うも

のとする。

(19)数量計算

受注者は、第1211条(4)に基づき、数量計算書を作成するものとする。

(20)照査

照査技術者は、第1107条に基づき、下記に示す事項を標準として照査を行い、管理技術者に提出

するものとする。

1） 設計条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、そ

の内容が適切であるかについて照査を行う。特に地形、地質条件については、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。

2） 一般図を基に換気方式、諸設備計画とトンネル断面及び地質条件、地山分類と支保パターン･

。 、 、掘削方式ならびに坑門工の位置・形式の整合が適切にとれているかの確認を行う また 埋設物

支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されているかの確認を行う。

3） 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。また、仮設備と施工法の確認を行い、そ

の妥当性についても照査を行う。

4） 設計計算、設計図、数量の正確性、適切性及び整合性に着目し照査を行う。防水工等構造細目

についても照査を行い、基準との整合を図る。

(21)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条に準じて報告書を作成するものとする。なお、以下の項

目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） トンネル諸元表(位置、平面線形、縦断線形、標準断面等)

3） 坑門工の位置、型式

4） 排水工、防水工、舗装工

5） 非常用施設計画

6） 施工計画及び仮設備計画



1 1 336- -

7） 施工中の計測計画

8） 工事実施にあたっての留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) 道路詳細設計報告書及び設計図面

(3) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(4) 山岳トンネル予備設計報告書及び設計図面

(5) トンネル設備予備設計報告書及び設計図面

(6) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(7) 坑門工周辺の実測地形平面図(縮尺1/200～1/500)

(8) 対象地域の環境基準値

(9) 交通量関連資料

第３節 シールドトンネル設計

第6705条 シールドトンネル設計の区分

1． シールドトンネル設計は、次の区分により行うものとする。

(1) シールドトンネル予備設計

(2) シールドトンネル詳細設計

(3) 立坑予備設計

(4) 立坑詳細設計

第6706条 シールドトンネル予備設計

1． 業務目的

シールドトンネル予備設計は、地質調査資料及び道路予備設計等、既存の関連資料を基にトンネル

の基本的な断面、換気方式、施工法及び用地幅を決定するとともに、詳細設計にあたり必要となる

調査及び留意事項を抽出することを目的とする。

2． 業務内容

シールドトンネル予備設計の業務内容は下記のとおりとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。
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(4) 基本事項の検討

受注者は、シールドトンネルの設計にあたり、交通運用面を考慮した上で、下記に示す事項につ

いて技術的検討を加えるものとする。

1） 内空断面(幅員構成、建築限界、換気等諸設備条件)

2） 地質条件

3） 二次覆工の必要性

4） 近接構造物との関連

5） 概略施工法(施工の安全性、環境条件、経済性)

6） 荷重条件と設計計算方法

7） 排水工等トンネル内付帯設備

8） 防災面からの構造検討（非常駐車帯、避難連絡坑等)

(5) 換気検討

第6703条第２項の(5)に準ずるものとする。

(6) 特殊事項の検討

第6703条第２項の(6)に準ずるものとする。

(7) 設計計算

受注者は、トンネルの主要断面について、基本事項の検討結果を基に、概略設計計算及び概略断

面検討を行い、トンネル覆工厚、セグメント種類セグメント幅の決定を行うものとする。 受注者

は、設計図書に基づき、トンネルの耐震検討や縦断方向の構造検討を行うものとする。

(8) 諸設備検討

第6703条第２項の(9)に準ずるものとする。

(9) シールド機の検討

受注者は、設計計算により決定された覆土厚を有するシールド機に関し工事の安全性、施工性、

経済性等の観点から、３案程度の機種を対象に概略検討を行い、比較表を作成し、特質を整理の

うえ、機種の決定を行うものとする。

(10)発進・到達方法の検討

受注者は、決定したトンネル断面、地質条件、シールド機種を考慮したシールド機の発進・到達

方法について、３案程度を対象に検討を行い、比較案を作成し、特質を整理のうえ、到達・発進

方法を決定するものとする

(11)概略施工設備計画

第6703条第２項の(10)に準ずるものとする。

(12)設計図

受注者は、関連道路設計で決定した平面・縦断線形及び当該設計の検討結果に基づき一般図(平

面図、縦断図、主要断面図)を作成し、地質縦断図、地質柱状図、平面・縦断線形の諸元、近接構

造物・地下埋設物等の関連施設及びトンネルの主要寸法を記入するものとする。
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(13)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(14)概算工事費

第6703条第２項の(14)に準ずるものとする。

(15)照査

照査技術者は、第1107条に基づき、下記に示す事項を標準として照査を行い、管理技術者に提出

するものとする。

1） 設計条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、そ

の内容が適切であるかについて照査を行う。特に地形、地質条件については、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。

2） 一般図を基に換気方式、諸設備計画と断面形状及び地質条件、施工法と構造の整合が適切にと

れているかの照査を行う。また、埋設物、支障物件周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に

反映されているかの照査を行う。

3） 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。

4） 設計計算、設計図、概算工事費の適切性及び整合性に着目し照査を行う。

(16)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条に準じて報告書を作成するものとする。なお、以下の項

目について解説し、取りまとめて記載した設計概要を作成するものとする。

1） 設計条件

2） トンネル諸元表(位置、平面線形、縦断線形、標準断面等)

3） 換気方式選定の経緯

4） 設計計算方法及び計算結果

5） シールド機種選定の経緯

6） シールド機発進・到達方法選定の経緯

7） 概略施工計画

8） 非常用施設計画

9） 設計図書に基づき実施した検討・設計

10）詳細設計にあたっての調査及び留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(3) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(4) 地上施設等調査資料(道路、基礎含む建造物等)

(5) 対象地域の環境基準値
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(6) 対象地域の都市計画図及び用途地域図

(7) 交通量関連資料

(8) 地下埋設物関連資料

第6707条 シールドトンネル詳細設計

1． 業務目的

シールドトンネル詳細設計は予備設計で決定されたトンネル構造について、設計図書に示される条

件、関連道路設計、トンネル設備予備設計及び地質調査資料等、既存の関連資料を基に、トンネル

の工事に必要な詳細構造を経済的かつ合理的に設計し、工事発注に必要な図面・報告書を作成する

ことを目的とする。

2． 業務内容

シールドトンネル詳細設計の業務内容は、下記のとおりとする。

なお、詳細設計は、シールドトンネル予備設計が実施されていることを前提としており、予備設計

未実施のトンネルにおいては、設計図書に定める検討・設計項目について第6706条に準じた検討・

設計を行い、詳細設計を行うものとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。なお、現地調査以降の記述については省略するもの

とする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) 基本事項の確認

受注者は、詳細設計にあたり、予備設計の検討結果と、その後の調査及び検討の結果を加味し、

基本事項の確認を行うものとする。

(5) 特殊事項の検討

受注者は、設計図書に基づき、下記に示す事項に技術的検討を加えるものとする。

1） 軟弱地盤等における耐震検討

2） 地質・構造条件の変化部分等におけるトンネル縦断方向の構造検討

3） 地盤沈下の影響の検討

4） 将来の近接施工が当該トンネルに及ぼす影響の検討

5） 危険物爆発時の影響検討

6） 当該トンネルの施工が既設構造物に与える影響と対策の検討

7） 小土被り区間の補助工法の検討

(6) 覆工設計

受注者は、地山条件、トンネル断面、施工方法及び特殊事項の検討結果等を考慮のうえ、工事の
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安全性、施工性及び経済性の観点から覆工の種類形状について以下の設計を行うものとする。

1） 一次覆工（セグメント）設計

受注者は、予備設計で決定されたセグメントについて、その妥当性を確認するとともに、セ

グメント製作のためのシール溝、コーキング溝、注入孔及びエレクター用孔、及び継ぎ手等の

構造細目を検討し、一次覆工の設計を行うものとする。

2） 二次覆工設計

受注者は、防水、防錆等を考慮のうえ、設定荷重条件下で十分な安全性が確保できる二次覆

工設計を行うものとする。また縦断方向の不同沈下に対する検討を行い、安全性が確保できる

設計を行うものとする。

(7) 防水工設計

第6704条第２項の(7)に準ずるものとする。

(8) 排水工設計

受注者は、予備設計で決定された排水工の形状・設置位置を基に、排水系統図を作成するととも

に、排水施設の断面寸法等の設計を行うものとする。

(9) 床版工詳細設計

受注者は、交通荷重、設備荷重等を対象に、シールド内の床版工の設計を行うものとする。

(10)舗装工設計

第6704条第２項の(9)に準ずるものとする。

(11)非常用施設設計

第6704条第２項の(10)に準ずるものとする。

(12)内装設備設計

第6704条第２項の(11)に準ずるものとする。

(13)発進・到達防護工設計

受注者は、予備設計において決定した発進・到達方法を基に、立坑接続部の防護工について設計

計算を行い、断面形状・寸法を決定し、細部構造の設計を行うものとする。

(14)仮設構造物設計

受注者は、予備設計で選定されたシールド機を基に、シールド機受台、反力壁及び作業床につい

て、設計計算を行い、断面形状・寸法を決定し、調査職員と協議のうえ細部構造の設計を行うも

のとする。

(15)設計図

受注者は、関連道路設計及び当該設計で決定した事項に基づき、以下に示す設計図を作成するも

のとする。

1） トンネル位置図

2） 全体一般図（平面図、縦断図、断面図）

平面、縦断線形諸元、近接構造物等との位置関係、地質縦断図、地質柱状図、トンネルの主要寸
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法を記入

3） トンネル標準断面図、構造図

4） セグメント構造詳細図

5） 裏込め注入工図

6） 防水工設計図

7） 排水工関係設計図

8） 床版工構造図

9） 非常用施設配置図及び箱抜き詳細図

10）発進・到達防護工詳細図

(16)施工計画

受注者は、下記に示す事項に関する検討結果を取りまとめて記載した施工計画書を作成するとと

もに、必要に応じて参考図を作成するものとする。

1） トンネルの施工方法、施工順序及び施工機械

2） 掘削土砂搬出計画

3） 概略工事工程計画

4） 施工ヤード計画

5） 工事中の交通処理計画

6） 工事中の計測計画

7） 施工にあたっての留意事項

(17)仮設備計画

受注者は、トンネル施工に伴う仮設備について、必要に応じて、下記に示す項目の検討を行うと

ともに、参考図を作成するものとする。

1） 換気設備(換気容量の算定及び設備計画)

2） 仮排水設備(計画立案)

3） 裏込め注入設備(計画立案)

4） 掘削土砂処理設備(計画立案)

5） 材料搬出入設備(計画立案)

6） 給水設備(容量算定)

7） 工事用電力設備(容量算定及び設備計画)

8） 汚濁水処理設備(容量算定)

9） ストックヤード(計画立案)

10）工事用道路計画(概略検討)

11）安全対策(計画立案)

12）環境対策等(計画立案)

(18)関係機関との協議資料作成
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第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(19)数量計算

第6704条第２項の(19)に準ずるものとする。

(20)照査

照査技術者は、第1107条に基づき、下記に示す事項を標準として照査を行い、管理技術者に提出

するものとする。

1） 設計条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、そ

の内容が適切であるかについて照査を行う。特に地形、地質条件については、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。

2） 一般図を基に換気方式、諸設備計画と断面形状及び地質条件、施工法と構造の整合が適切にと

れているかの確認を行う。また、埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画

に反映されているかの確認を行う。

3） 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。また、仮設備と施工法の確認を行い、そ

の妥当性についても照査を行う。

4） 設計計算、設計図、数量の正確性、適切性及び整合性に着目し照査を行う。防水工等構造細目

についても照査を行い、基準との整合を図る。

(21)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条に準じて報告書を作成するものとする。なお、以下の項

目について解説し、取りまとめて記載した設計概要を作成するものとする。

1） 設計条件

2） トンネル諸元表(位置、平面線形、縦断線形、標準断面等)

3） 設計計算方法及び計算結果

4） 排水工、防水工、舗装工等

5） 非常用施設計画

6） 施工法概要

7） 発進・到達方法

8） 施工計画及び仮設備計画

9） 施工中の計測計画

10）工事実施にあたっての留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) 道路詳細設計報告書及び設計図面

(3) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(4) シールドトンネル予備設計報告書及び設計図面
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(5) 立坑予備設計報告書及び設計図面

(6) トンネル設備予備設計報告書及び設計図面

(7) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(8) 地上施設等調査資料(道路、基礎含む建造物)

(9) 立坑周辺の実測地形平面図(縮尺1/200～1/500)

(10)対象地域の環境基準値

(11)対象地域の都市計画図及び用途地域図

(12)地下埋設物関連資料

第6708条 立坑予備設計

1． 業務目的

立坑予備設計は、シールドトンネル予備設計及び地質調査等関連資料を基に、シールドトンネル用

立坑について、基本的な断面、換気方式及び施工法を決定するとともに詳細設計にあたり、必要な

調査及び留意事項を抽出することを目的とする。

2． 業務内容

立坑予備設計の業務内容は下記のとおりとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。

(3) 設計条件の確認

受注者は、設計図書に示された計画位置・範囲、地質条件シールドトンネルの規模等、検討・設

計上の基本的条件について確認を行うものとする。

(4) 基本事項の検討

受注者は、立坑の設計にあたり・下記に示す事項について技術的検討を加えるものとする。

1） 内空断面(シールドトンネル断面条件、立坑の目的、シールド機の規模等)

2） 立坑構造型式

3） 地質条件

4） 荷重条件及び設計計算方法

5） 昇降設備等立坑内付帯設備

(5) 特殊事項の検討

第6703条第２項の(6)に準ずるものとする。

(6) 設計計算

受注者は、基本事項の検討結果を基に、概略設計計算及び概略断面検討を行い、立坑の断面形状

。 、 、 。・寸法を決定するものとする 受注者は 設計図書に基づき 立坑の耐震検討を行うものとする

(7) 諸設備検討
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受注者は、設計図書に基づき、昇降、換気、照明、非常用施設等、立坑内諸設備計画及び受配電

設備計画について概略検討を行うものとする。

(8) 仮設工及び施工法の検討

受注者は、計画位置の地形、地質、環境条件を考慮した、土留め壁等仮設工の種類、施工法につ

いて、３案程度を対象に概略比較検討を行い、特質を整理のうえ、仮設工及び施工法の決定を行

うものとする。なお、比較検討における土留め壁等、仮設構造物の断面寸法は、工事実績等既往

の資料によるものとするが、用地の制約条件が厳しいところでは等では、設計図書に基づき、概

略の計算を行い求めるものとする。

(9) 概略施工設備計画

受注者は、立坑規模、施工法、地形及び環境条件を考慮した施工設備及び施工ヤードについて概

略検討を行うものとする。

(10)設計図

受注者は、検討結果に基づき立坑の一般図(平面図、断面図)を作成しシールドトンネル本体との

関係、地下埋設物、重要近接構造物、立坑主要寸法及び地質柱状図を記入するとともに、土留め

壁等仮設構造物の概略設計図を作成するものとする。

(11)立坑上部建屋の検討

受注者は、設計図書に基づき、換気塔等立坑上部の建屋について概略検討を行うものとする。

(12)景観検討

受注者は、設計図書に基づき、立坑上部の建屋の概略景観検討を行うものとする。

(13)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(14)概算工事費

第6703条第２項の(14)に準ずるものとする。

(15)照査

第6706条第２項の(15)に準ずるものとする。

(16)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条に準じて報告書を作成するものとする。なお、以下の項

目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） 立坑内空寸法諸元

3） 立坑構造型式選定の経緯

4） 設計計算方法及び計算結果

5） 概略施工計画

6） 設計図書に基づき実施した検討・設計

7） 詳細設計にあたっての必要調査及び留意事項
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3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) シールドトンネル予備設計報告書及び設計図面

(3) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(4) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(5) 地上施設等調査資料(道路、基礎含む建造物等)

(6) 対象地域の環境基準値

(7) 対象地域の都市計画図及び用途地域図

(8) 地下埋設物関連資料

第6709条 立坑詳細設計

1． 業務目的

立坑詳細設計は、立坑予備設計で決定された立坑構造について、設計図書に示される条件、地質調

査等既存の関連資料を基に、シールドトンネル用立坑の工事に必要な詳細構造を経済的かつ合理的

に設計し、工事発注に必要な図面・報告書を作成することを目的とする。

2． 業務内容

立坑詳細設計の業務内容は下記のとおりとする。なお、詳細設計は、立坑予備設計が実施されてい

ることを前提としており、予備設計未実施の立坑においては、設計図書に定める検討・設計につい

て第6708条に準じた検討・設計を行い、詳細設計を行うものとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準じるものとする。なお、現地調査以降の記述については省略するもの

とする。

(3) 設計条件の確認

第6708条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) 基本事項の確認

第6707条第２項の(4)に準ずるものとする。

(5) 特殊事項の検討

受注者は、設計図書に基づき、下記に示す事項について技術的検討を加えるものとする。

1） 軟弱地盤等における耐震検討

2） 地盤沈下の影響の検討

3） 将来の近接施工が当該立坑に及ぼす影響の検討

4） 当該立坑施工が既設構造物に与える影響と対策の検討

(6) 立坑本体設計



1 1 346- -

受注者は、予備設計で決定した主構造の断面形状を基に、細部構造の検討を行うとともに、特殊

事項も考慮した荷重条件を設定し下記段階を対象として設計計算を行い立坑本体の設計を行うも

のとする。

1） 施工段階

2） 完成時

(7) 防水工設計

受注者は、立坑内への漏水を防ぐための防水工の設計を行うものとする。

(8) 排水工設計

第6707条第２項の(8)に準ずるものとする。

(9) 舗装工設計

第6704条第２項の(9)に準ずるものとする。

(10)非常用施設設計

第6704条第２項の(10)に準ずるものとする。

(11)内装設備設計

第6704条第２項の(11)に準ずるものとする。

(12)仮設構造物設計

受注者は、下記に示す仮設構造物の設計を行うものとする。

1） 土留め工設計

受注者は、予備設計で選定された土留め型式を対象に、地形地質、周辺の建物・用地及び地

、 、 、下埋設物を考慮して必要箇所を選定し 設計計算を行い 主断面及び構造細部の寸法を決定し

監督職員と協議のうえ土留め壁を設計するものとする。

2） 路面等覆工設計

受注者は、立坑箇所の地表状況(交通状況、環境状況等)を考慮のうえ、施工時の施工性、安

全性、経済性に配慮した３案程度の覆工を選定し比較検討を行い、特質を整理し、監督職員と

協議のうえ、覆工型式を決定するとともに、設計計算を行い、構造細部の設計を行うものとす

る。

(13)座標計算

受注者は、貸与された道路線形計算書、平面及び縦断線形図に基づき、当該構造物及び仮設構造

物の必要箇所について座標計算を行い、平面座標及び縦断計画高を求めるものとする。

(14)設計図

第6513条第２項の(11)に準ずるものとする。

(15)施工計画

第6513条第２項の(12)に準ずるものとする。

(16)仮設備計画

受注者は、立坑施工に伴う仮設備について、必要に応じて、下記に示す事項の検討及び計画を行
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うとともに、参考図を作成するものとする。

1） 工事中の換気設備(換気容量の算定及び設備計画)

2） 工事中の仮排水設備(計画立案)

3） 工事用電力設備(容量の算定及び設備計画)

4） 給水設備(容量算定)

5） 汚濁水処理設備(計画立案)

6） 掘削土砂処理設備(計画立案)

7） 資材搬出入設備

8） 型枠支保工(一般図)

9） ストックヤード(計画立案)

10）工事用道路計画(概略検討)

11）安全対策(計画立案)

12）環境対策(計画立案)

(17)立坑上部建屋の検討

受注者は、設計図書に基づき、換気塔等立坑上部の建屋について検討を行うものとする。

(18)景観検討

受注者は、設計図書に基づき、立坑上部の建屋の景観検討を行うものとする。

(19)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(20)数量計算

受注者は、第1211条(4)に基づき、数量計算書を作成するものとする。

(21)照査

第6707条第２項の(20)に準ずるものとする。

(22)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条設計業務の成果に準じて報告書を作成するものとする。

なお、以下の項目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） 立坑寸法諸元表

3） 設計計算方法及び計算結果

4） 施工法概要

5） 仮設構造物諸元表

6） 仮設構造物設計計算方法及び計算結果

7） 施工計画及び仮設備計画

8） 工事実施にあたっての留意事項

3． 貸与資料
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発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図書

(2) 道路詳細設計報告書及び設計図面

(3) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(4) 立抗予備設計報告書及び設計計算

(5) シールドトンネル予備設計報告書及び設計図面

(6) トンネル設備予備設計報告書及び設計図面

(7) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(8) 地上施設等調査資料(道路、基礎含む建造物)

(9) 対象地域の環境基準値

(10)対象地域の都市計画図及び用途地域図

(11)地下埋設物関連資料

(12)交通関連資料

第４節 開削トンネル設計

第6710条 開削トンネル設計の区分

1． 開削トンネル設計は次の区分により行うものとする。

(1) 開削トンネル予備設計

(2) 開削トンネル詳細設計

第6711条 開削トンネル予備設計

1． 業務目的

開削トンネル予備設計は、地質調査資料及び道路予備設計等、既存の関連資料を基に、トンネルの

基本的な断面、坑口位置、換気方式、施工法及び用地幅を決定するとともに、詳細設計にあたり必

要な調査及び留意事項を抽出することを目的とする。

2． 業務内容

開削トンネル予備設計の業務内容は下記のとおりとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) 基本事項の検討

受注者は、開削トンネルの設計にあたり、交通運用面配慮した上で、下記に示す事項について技
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術的検討を加えるものとする。

1） 内空断面(幅員構成、建築限界、換気等諸設備条件)

2） 地質条件

3） 近接構造物との関連

4） 荷重条件及び設計計算方法

5） 排水工等トンネル内付帯設備

6） 現況道路状況、交通状況及び沿道状況

(5) 換気検討

第6703条第２項の(5)に準ずるものとする。

(6) 特殊事項の検討

第6703条第２項の(6)に準ずるものとする。

(7) 設計計算

受注者は、トンネルの主要断面について、基本事項の検討結果を基に、概略設計計算及び概略断

面検討を行い、トンネルの断面形状・寸法の決定を行うものとする。 また、設計図書に基づき、

トンネルの耐震検討や縦断方向の構造検討を行うものとする。

(8) 基礎工の検討

受注者は、設計図書に基づき、対象地盤の特性、安定性、施工性、経済性を考慮した基礎工３案

を選定し、各案について概略構造計算を行い、比較検討のうえ基礎工の種類及び規模を決定する

ものとする。

(9) 諸設備検討

第6703条第２項の(9)に準ずるものとする。

(10)仮設工及び施工法の検討

受注者は、第6708条第２項の(8)に示される検討に加え、以下の検討を行うものとする。 また、

施工時に交通支障があると判断される場合、概略工事工程を立案し、基本的な交通処理計画を検

討するとともに、施工計画書を作成するものとする。

(11)概略施工設備計画

第6703条第２項の(10)に準ずるものとする。

(12)設計図

受注者は、第6706条第２項の(12)に示される設計図に加え、交通処理基本計画図、仮設標準断面

図を作成するものとする。

(13)換気塔の検討

受注者は、設計図書に基づき、換気塔の位置及び規模の概略検討を行うものとする。

(14)景観検討

第6703条第２項の(12)に準ずるものとする。

(15)関係機関との協議資料作成
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第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(16)概算工事費

第6703条第２項の(14)に準ずるものとする。

(17)照査

第6706条第２項の(15)に準ずるものとする。

(18)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条設計業務の成果に準じて報告書を作成するものとする。

なお、以下の項目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） トンネル諸元表(位置、平面線形、縦断線形、標準断面等)

3） 換気方式選定の経緯

4） 当該構造物型式選定の経緯

5） 設計計算方法及び計算結果

6） 概略施工計画

7） 非常用施設計画

8） 設計図書に基づき実施した検討・設計

9） 詳細設計にあたっての必要な調査及び留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(3) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(4) 地上施設等調査資料(道路、基礎含む建造物等)

(5) 交通量関連資料

(6) 地下埋設物関連資料

第6712条 開削トンネル詳細設計

1． 業務目的

開削トンネル詳細設計は、予備設計で決定されたトンネル構造について設計図書に示される条件、

関連道路設計、トンネル設備予備設計、地質調査資料等既存の関連資料を基に、トンネルの工事に

必要な詳細構造を経済的かつ合理的に設計し、工事発注に必要な図面・報告書を作成することを目

的とする。

2． 業務内容

開削トンネル詳細設計の業務内容は下記のとおりとする。なお、詳細設計は、開削トンネル予備設

計が実施されていることを前提としており、予備設計未実施のトンネルにおいては、設計図書に定

める検討・設計項目について第6711条に準じた検討・設計を行い、詳細設計を行うものとする。
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(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6704条第２項の(2)に準ずるものとする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) 基本事項の確認

第6707条第２項の(4)に準ずる他、予備設計報告書9)詳細設計にあたって調査及び留意事項によ

るものとする。

(5) 特殊事項の検討

受注者は、設計図書に基づき、下記に示す事項に技術的検討を加えるものとする。

1） 軟弱地盤等における耐震検討

2） 地質・構造条件の変化部分等におけるトンネル縦断方向の構造検討

3） 地盤沈下の影響の検討

4） 将来の近接施工が当該トンネルに及ぼす影響の検討

5） 当該トンネルの施工が既設構造物に与える影響と対策の検討

(6) 本体工設計

、 、 、受注者は 予備設計で決定した主構造の断面形状・寸法を基に 細部構造の検討を行うとともに

特殊事項も考慮した荷重条件を設定し、設計計算を行い、開削トンネル本体工を設計するものと

する。

(7) 基礎工設計

受注者は、設計図書に基づき、予備設計で決定した基礎工に対し、設計計算を行い、基礎工の形

状・寸法及び規模を決定し、基礎工の設計をするものとする。

(8) 防水工設計

受注者は、トンネル内への漏水を防ぐための防水工の設計を行うものとする。

(9) 排水工設計

第6707条第２項の(8)に準ずるものとする。

(10)舗装工設計

第6704条第２項の(9)に準ずるものとする。

(11)非常用施設設計

第6704条第２項の(10)に準ずるものとする。

(12)内装設備設計

第6704条第２項の(11)に準ずるものとする。

(13)仮設構造物設計

第6709条第２項の(12)に準ずるものとする。
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(14)交通処理計画

受注者は、設計図書に基づき、交通処理計画を行うとともに、施工段階毎の交通処理計画図を作

成するものとする。

(15)座標計算

第6513条第２項の(10)に準ずるものとする。

(16)設計図

受注者は、当該設計の検討結果に基づき、以下に示す設計図を作成するものとする。

1） 位置図

2） 一般図(平面図、縦断図、断面図) 平面・縦断線形諸元、近接構造物、土質縦断図、土質柱

状図、トンネルの主要寸法

3） トンネル標準断面図

4） 構造一般図、配筋図

5） 継手詳細図

6） 防水工設計図

7） 排水工設計図

8） 非常用施設配置図及び箱抜き詳細図

9） 仮設構造物一般図及び詳細図

(17)施工計画

受注者は、下記に示す事項に関する検討結果を取りまとめ記載した施工計画書を作成するととも

に、必要に応じて参考図を作成するものとする。

1） トンネルの施工方法、施工順序及び施工機械

2） 掘削土砂搬出計画

3） 概略工事工程計画

4） 施工ヤード計画

5） 工事中の交通処理計画

6） 工事中の計測計画

7） 施工にあたっての留意事項

(18)仮設備計画

受注者は、トンネル施工に伴う仮設備について、必要に応じ下記に示す事項の検討を行うととも

に、参考図を作成するものとする。

1） 仮排水設備(計画立案)

2） 掘削土砂処理設備(計画立案)

3） 資材搬出入設備(計画立案)

4） 工事用電力設備(容量の算定及び設備計画)

5） 汚濁水処理設備(容量算定)
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6） ストックヤード(計画立案)

7） 工事用道路計画(概略検討)

8） 安全対策(計画立案)

9） 環境対策(計画立案)

(19)景観検討

第6704条第２項の(16)に準ずるものとする。

(20)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(21)数量計算

受注者は、第1211条(4)に基づき、数量計算書を作成するものとする。

(22)照査

第6707条第２項の(20)に準ずるものとする。

(23)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条設計業務の成果に準じて報告書を作成するものとする。

なお、以下の項目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） 道路・鉄道との交差、河川の横過条件等のコントロールポイント

3） トンネル諸元表(位置、平面線形、縦断線形、内空断面、標準断面)

4） 設計計算方法及び計算結果

5） 排水工、防水工、舗装工等

6） 非常用施設計画

7） 施工法概要

8） 仮設構造物諸元表

9） 仮設構造物計算方法及び計算結果

10）施工計画及び仮設備計画

11）工事実施にあたっての留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) 道路詳細設計報告書及び設計図面

(3) 地質調査報告書及び地質断面図等の関連図面

(4) 開削トンネル予備設計報告書及び設計図面

(5) トンネル設備予備設計報告書及び設計図面

(6) 地形測量図(平面図、縦断図、横断図)

(7) 地上施設等調査資料(道路、基礎含む建造物)
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(8) 対象地域の環境基準値

(9) 対象地域の都市計画図及び用途地域図

(10)地下埋設物資料

(11)交通関連資料

第５節 トンネル設備設計

第6713条 トンネル設備設計の区分

1． トンネル設備設計は、次の区分により行うものとする。

(1) トンネル設備予備設計

(2) トンネル設備詳細設計

第6714条 トンネル設備予備設計.

1． 業務目的

、 、 、 、トンネル設備予備設計は 関連道路設計 トンネル予備設計及び既存の関連資料を基に 換気設備

非常用設備、受配電設備の容量規模の算出とそれに基づく換気所、電気室、ポンプ室の位置・規模

等の検討を行い、トンネルの基本的構造決定の資料を作成するとともに、設備詳細設計にあたり必

要となる調査及び留意事項を抽出することを目的とする。なお、設計図書に指示のある場合は、管

理体制についても検討する。

2． 業務内容

トンネル設備予備設計の業務内容は、下記のとおりとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) トンネル換気設備設計

受注者は、トンネル予備設計で選定された換気方式を基に以下に示す項目について検討するもの

とする。

1） 換気風量計算

設計図書に指示のある場合は、発注者の提示する交通条件に基づき、換気基準により当該ト

ンネルの風量計算を行うものとする。

2） 換気機の仕様検討

受注者は、換気方式に適合した換気機の仕様について、型式、必要台数と風量、全風圧、口

径及び所要動力の算定等を行い、結果を整理のうえ、換気機の仕様を決定するものとする。
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3） 補助機器の選定及び換気所等規模の検討

、 、 、 、 、受注者は 換気機仕様を考慮した ダンパー 電動機 設備搬入・搬出装置等の選定を行い

換気所、電気室の概略規模の算定を行うものとする。また、設計図書に指示のある場合は、集

じん処理装置、消音装置を含めるものとする。

4） ダクト計画、その他

受注者は、決定した換気所、電気室の概略規模に基づき、換気機からトンネル内部に至る換

気ダクトの計画を行うとともに、電源設備から換気機までの配電計画を行い、その内容をとり

まとめ、基本的な計画案を作成するものとする。

(5) 環境関係設備設計

受注者は、以下に示す項目について検討するものとする。

1） 集じん処理装置設計

受注者は、設計図書に示される条件を基に、集じん機室内に設置する集じん処理装置につい

て、集じん処理量、処理方式及び据付方法等の基本的事項に、技術的、経済的及び維持・管理

の難易度の点での検討を加え、結果を整理のうえ、集じん処理装置の基本計画を作成するもの

とする。

2） 消音装置設計

受注者は、設計図書に示される条件を基に、トンネル坑口または換気所に設置する消音装置

について、装置の種類、仕様及び据付方法等の基本的事項に、技術的、経済的及び維持・管理

、 、 。の難易度の点での検討を加え 結果を整理のうえ 消音装置の基本計画を作成するものとする

(6) トンネル非常用設備設計

受注者は、設計図書に示されたトンネル延長及び交通量を基に、トンネル等級を決定し、等級毎

、 、 、に指定される設備について 維持・管理 運用面を考慮した配置計画及び設備規模の検討を行い

設備規模の決定、配置計画を行うものとする。

(7) 排水設備設計

受注者は、設計図書に基づき、トンネル内の排水について、排水量の算定を行い、排水管、排水

槽容量、ポンプ設備の配置計画及び電気設備容量の検討を行い、結果を整理のうえ、排水設備の

規模の決定を行うものとする。

(8) 受配電・自家発電設備設計

受注者は、トンネル周辺及びトンネル内に設置される諸設備に電源供給するための受配電・自家

・発電設備について、諸設備の必要電力を考慮した受電容量と電圧及び自家発電機容量の基本方

針をとりまとめ、受変電室発電機室の規模を検討のうえ、設備方式、規模の決定を行うものとす

る。

(9) 設計図

受注者は、決定した設備仕様に関し、必要に応じて設備概要図、概略系統図、配置計画図、箱抜

寸法図等を作成するものとする。
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(10)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(11)概算工事費

第6703条第２項の(14)に準ずるものとする。

(12)照査

照査技術者は、第1107条照査技術者及び照査の実施に基づき、下記に示す事項を標準として照査

を行い、管理技術者に提出するものとする。

1） 基本条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、そ

の内容が適切であるかについて照査を行う。特に地形、環境条件については、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。

2） 一般図を基に換気設備、非常用設備、排水設備、電力設備の整合が適切にとれているかの照査

を行う。

3） 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。

4） 設計仕様、設計図、概算工事費の適切性及び整合性に着目し照査を行う。

(13)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条設計業務の成果に準じて報告書を作成するものとする。

なお、以下の項目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） 設備方式等の選定経緯

3） 設備容量・規模及び機器概略仕様

4） 換気所、電気室、ポンプ室等配置計画

5） 概略システム系統、配線・配管系統

6） 機器配置計画

7） 先行土木工事で対応すべき事項

8） 詳細設計にあたっての必要な調査及び留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路予備設計報告書及び設計図面

(2) トンネル予備設計報告書及び設計図面

(3) 地形平面図(縮尺1/1,OOO)

(4) 坑門工周辺の実測地形平面図(縮尺1/100～1/500)

第6715条 トンネル設備詳細設計

1． 業務目的

トンネル設備詳細設計は、予備設計で決定された設備の計画について、設計図書に示される条件、

トンネル詳細設計及び関連機関との協議結果等に基づき、トンネル設備の工事に必要な詳細構造を
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経済的かつ合理的に設計し、工事発注に必要な図面・報告書を作成することを目的とする。

2． 業務内容

トンネル設備詳細設計の業務内容は、下記のとおりとする。

なお、詳細設計は、トンネル設備予備設計が実施されていることを前提としており、予備設計未実

施の設備設計においては、設計図書に定める検討・設計項目について第6714条に準じた検討・設計

を行い、詳細設計を行うものとする。

(1) 設計計画

第6102条第２項の(1)に準ずるものとする。

(2) 現地踏査

第6703条第２項の(2)に準ずるものとする。なお、現地調査以降の記述については省略するもの

とする。

(3) 設計条件の確認

第6703条第２項の(3)に準ずるものとする。

(4) トンネル換気設備設計

受注者は、設計図書に示された条件、トンネル予備設計で決定された条件、換気方式を基に、以

下に示す事項の検討・設計を行うものとする。

1） ジェットファン設備設計

、 、受注者は ジェットファンのみによる縦流換気方式で所定の換気が可能なトンネルについて

算定された所要換気量に、渋滞時、火災時における検討及び歩行者への影響度を加味して、対

象となるジェットファンの口径毎の必要台数、設備動力、制御方式及び維持管理面での経済性

の比較検討を行い、結果を整理のうえ、ジェットファンの仕様の決定と配置計画、機器の取付

方法、段階建設の設計を行うものとする。

2） 換気システム設計

受注者は、トンネル予備設計において選定された立抗集中排気、集じん機方式等換気方式を

、 、 、 、基に 渋滞時 火災時における検討及び歩行者への影響度を加味して 所定の圧力計算を行い

換気区分、換気機設置台数を検討し、換気システムを決定するものとする。

3） 換気機・補助機器の設計

受注者は、予備設計の検討結果を基に、換気機・補助機器について、土木計画を加味した配

置計画を行うとともに、使用材料を選定し、詳細な仕様を決定するものとする。

4） 制御方式の検討

受注者は、換気機の運転方法及び制御方式について、制御段階、経済運転の方法、換気機の

起動方法及び他設備との整合性を検討のうえ、制御方式を決定するものとする。

5） 換気機据付の設計

受注者は、換気機、補助機器の仕様に基づき、機器配置及び配線、配管、ピット等、機器の

、 。基礎 搬出入装置の取付方法及びダクトとの取合わせに留意した据付図を作成するものとする
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6） その他

受注者は、火災時における排煙対策を検討するとともに、電源設備から換気機までの配電計

画、線渠材と電線ケーブルの選定、配線、配管図を作成するものとする。また、電線路の配電

計画については電圧降下計算を行い、仕様を決定し、設計するものとする。

(5) 計測設備設計

受注者は、設計図書に示された設計条件の基で、下記に示す装置路について、装置の選定及び仕

様、道路埋設又は側設置機器の配置及び設置方法、換気設備等諸設備との受渡し及び取合わせ等

を検討し、結果を整理のうえ、配管・配線図、機器設置図及び据付図を作成するものとする。

1） 一酸化炭素検出装置

2） 煙霧透過率測定装置

3） 風向風速計

4） 車種選別計数装置

(6) 環境関係設備設計

受注者は、設計図書に示された設計条件に基づき、下記に示す項目について設計を行うものとす

る。

1） 集じん処理装置設計

受注者は、設備予備設計において決定された計画を基に、集じん機室内における処理装置、

、 。補助機器の設置位置及び据付方法の検討を行い 各機器の合理的な配置計画を行うものとする

2） 消音装置設計

受注者は、設備予備設計で決定した基本計画を基に、消音機器の構造及び効果、構造・材料

の選定及び仕様について、技術的、経済的検討を加え、合理的な配置計画を行うものとする。

(7) トンネル非常用設備設計

受注者は、設計図書に示された条件に基づいて、下記に示す項目について設計するものとする。

1） トンネル等級区分及び機器割付計画の確認

受注者は、設備予備設計の決定事項を基に、土木工事の進捗状況を加味し、配置計画の確認

を行い、設備計画を決定するものとする。

2） 通報・警報設備設計

受注者は、通報・警報設備について、機器の選定及び仕様、伝送方式電線・ケーブルの選定

と仕様及び配置計画の検討を行い、合理的な通報・警報設備計画を行うとともに、割付図、取

付詳細図及び配線図を作成するものとする。

3） 消火・水噴霧設備設計

受注者は、トンネル内に発生した火災の初期消火のための消火設備及び火災発生時の火勢を

抑制するとともに、火災の拡大を防ぐための水噴霧設備について、配置計画を行い、それに基

づく、管路系統と管径の計画及び流量計算結果を整理のうえ、機器の選定と仕様、取付方法、

配置図及び配線図の作成、配管方式、管材料の選定を行い、合理的な消火・水噴霧設備設計を
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行うものとする。

4） 取水・配水設備設計

受注者は、消火設備等に配水する配水管及びポンプ設備について、配管方式・配管径の計画

と、それに基づく流量計算、使用ポンプ類の選定と仕様について技術的、経済的及び維持管理

上の検討を加え、管材料の選定とポンプ室配置計画を行い、ポンプ類の取付図、配置図、配線

図を作成するものとする。

5） 水槽及びポンプ据付の検討及び設計

受注者は、トンネル内設備に給水する水源の貯水槽(主水槽)、加圧ポンプの呼水用として使

用する呼水槽及びポンプ室について、容量と規模、ポンプ据付方法に技術的、経済的検討を加

え、水槽、ポンプの選定と仕様の決定及び据付の設計をするものとする。

6） 制御系統設計

受注者は、各非常用設備の制御系統に関して、自動及び手動通報設備水噴霧設備、ポンプの

運転・停止等の制御、表示方法の検討並びに換気設備の遠制装置等、その他の諸設備との受渡

し及び取合わせ項目の検討を行い、合理的な制御系統の設計を行うものとする。

(8) 排水設備設計

受注者は、設計図書に基づき、設備予備設計で決定された排水設備について、配線、配管及び配

電計画を行い、それに基づき排水設備設計を行うものとする。

(9) 受配電設備、自家発電設備設計

受注者は、設備予備設計で決定した受配電設備及び自家発電設備の方式、規模を基に、下記に示

す検討、設計を行うものとする。

1） 受配電設備設計

受注者は、設備予備設計の決定事項に、その後の検討で生じた設備の必要電力量を加味し、

受電容量・電圧を算定し、受電地点の選定、引込方法及び主回路結線方式を検討のうえ、使用

主機器の選定を行うとともに、受変電室規模についてとりまとめるものとする。

2） 自家発電設備設計

受注者は、トンネル周辺及びトンネル内諸設備の運転状態を考慮した自家発電方式及び容量

の検討を行うとともに、必要に応じて、無停電電源装置の検討を行い、使用機器を選定し、自

家発電設備の設計を行うものとする。

(10)照明設備設計

受注者は、トンネル延長、道路線形、野外輝度、設計速度、交通量等を勘案のうえトンネル内一

般部(基本照明)、増灯部(緩和照明)及び坑口付近の道路照明用灯具として３案を選定し、周辺へ

の影響、経済性、輝度均斉度及び維持管理面での比較を行い、結果を整理のうえ、灯具及び機器

の選定と仕様の決定を行うとともに、配線、取付方法及び配電図の作成、電線、ケーブルの選定

と仕様の決定及び電路図の作成、時刻・天候による制御が可能な自動点滅装置等のトンネル照明

設備設計を行うものとする。 また、停電時のトンネル内部の危険防止のための非常時照明につい
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ても設計するものとする。

(11)遠方監視制御設備設計

受注者は、設計図書に基づき、指定された設計条件の基に点在する諸設備の運転状況及び状態変

化を管理事務所等で監視、制御するための遠方監視制御設備として、トンネル及び道路の各設備

を対象に、監視・制御テレメータ項目・方式の設定、伝送方式と伝送路、各種の機器使用、所内

テレメータ及びデータ処理の方法について技術的検討を行い、機器の決定、機器配置及び所要室

内面積の算定を行うものとする。

(12)ITV設備設計

受注者は、設計図書に基づき、指定された設計条件の基に、トンネル内の監視、道路交通流ある

、 、 、 、いは気象状況等の監視設備として ITVカメラの配置 制御機器・伝送機器の配置 各機器の仕様

制御装置、伝送方式、伝送路について、建築及びその他関連諸設計との取合わせを考慮のうえ、

、 、 、 、 。技術的 経済的 維持管理上の検討を行い 結果を整理のうえ ITV設備の設計をするものとする

(13)トンネル再放送設備設計

受注者は、設計図書に基づき、指定された設計条件の基に、トンネル内の通行車両に対する、ラ

ジオ放送の再送信及び事故・渋滞時等緊急時の放送を行うための設備として、受信空中線位置、

伝送路、各種機器の仕様及び機器配置、誘導線路についての検討を行い、トンネル再放送設備の

設計を行うものとする。

(14)設計図

受注者は、当該設計の検討結果に基づき、設備系統図、配置図、割付図据付図、外形寸法図等を

作成するものとする。

(15)関係機関との協議資料作成

第6403条第２項の(6)に準ずるものとする。

(16)数量計算

受注者は、第1211条(4)に基づき、数量計算書を作成するものとする。

(17)工事設計図書作成

受注者は、設計図書に基づき、工事区分に応じた、工事設計図書を作成するものとする。

(18)照査

照査技術者は、第1107条に基づき、下記に示す事項を標準として照査を行い、管理技術者に提出

するものとする。

1） 設計条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を行い、そ

の内容が適切であるかについて照査を行う。特に地形、環境条件については、設計の目的に対応

した情報が得られているかの確認を行う。

2） 一般図を基に換気設備、非常用設備、排水設備、電力設備、照明設備等諸設備の整合が適切に

とれているかの照査を行う。

3） 設計方針及び設計手法が適切であるかの照査を行う。
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4） 設計仕様、設計図、数量の正確性、適切性及び整合性に着目し照査を行う。

(19)報告書作成

受注者は、業務の成果として、第1211条設計業務の成果に準じて報告書を作成するものとする。

なお、以下の項目について解説し、取りまとめて記載した設計概要書を作成するものとする。

1） 設計条件

2） トンネル諸元表

3） 各設備のシステム系統図、配線・配管系統図

4） 設備容量・規模及び機器仕様一覧表

5） 換気所、電気室、ポンプ室等の内部機器配置図及び機器取付図

6） 設備工事実施にあたっての留意事項

3． 貸与資料

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。

(1) 道路詳細設計報告書及び設計図面

(2) トンネル詳細設計報告書及び設計図面

(3) トンネル設備予備設計報告書及び設計図面

(4) 地形平面図(縮尺1/1,000)

(5) 坑門工周辺の実測地形平面図(縮尺1/100～1/500)
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第６節 成果品

第6716条 成果品

受注者は、表6.7.1～表6.7.10に示す成果品を作成し、第1116条成果物の提出に従い、２部納品す

るものとする。

表6.7.1 山岳トンネル予備設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

山岳トンネ 設 計 図 位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

ル予備設計 平面図 1:1000

縦断図 V=1:200,H=1:1000

または

V=1:100,H=1:500

地質平面･縦断図 V=1:200,H=1:1000 着色

または

V=1:100,H=1:500

トンネル標準断面図 1:50

坑門工一般図 1:50～1:500

その他参考図 適宜

概算工事費 数量計算書 － 概略

概算工事費 －

報 告 書 設計概要書 －

検討書 －

概略施工設備計画書 －

その他参考資料等 －
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表6.7.2 山岳トンネル詳細設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

山岳トンネ 設計図 位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

ル詳細設計 平面図 1:1000

縦断図 V=1:200 H=1:1000

または V=1:100 H=1:500

地質平面･縦断図 V=1:200 H=1:1000 着色

または V=1:100 H=1:500

トンネル標準断面図 1:50

支保工詳細図 適宜

本体工補強鉄筋図 1:50～1:100

坑門工一般図 1:50～1:500

坑門工構造詳細図 適宜

排水系統図 1:500または1:1000

排水工詳細図 適宜

防水工等図 適宜

舗装工詳細図 適宜

非常用施設割付図 適宜

非常用施設箱抜詳細図 適宜

その他参考図等 適宜

数量計算 数量計算書 －

報 告 書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

施工設備計画書 －

工事中の計測計画書 －

その他参考資料等 －

表6.7.3 シールドトンネル予備設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

シールドト 設 計 図 位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

ンネル予備 全体一般図 1:2500

設計 標準断面図 適宜

セグメント構造一般図 1:20

その他参考図等 適宜

概算工事費 数量計算書 － 概略

概算工事費 －

報 告 書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

概略施工設備計画書 －

その他参考資料等 －
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表6.7.4 シールドトンネル詳細設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

シールドト 設 計 図 位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

ンネル詳細 全体一般図 1:2500

設計 道路線形図 1:2500

標準横断図 1:100

地質･土質縦断図 V=1:200 H=1:1000 着色

または V=1:100 H=1:500

標準断面図 適宜

排水系統図 1:500または1:1000

ｾｸﾞﾒﾝﾄ配置図 適宜

ｾｸﾞﾒﾝﾄ構造一般図 1:20

ｾｸﾞﾒﾝﾄ配筋図 1:10

二次覆工配筋図 1:50

排水工詳細図 適宜

舗装工詳細図 適宜

構造物詳細図 適宜

仮設工詳細図 適宜

その他参考図等 適宜

数量計算 数量計算書 －

報 告 書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

施工計画書 －

その他参考資料等 －

表6.7.5 立坑予備設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

立坑予備 設計図 位置図 1:25000 市販地図等

設 計 全体一般図 1:200～1:500

構造一般図 1:50～1:100

仮設構造物一般図 適宜

主鉄筋配筋図 1:50～1:100

その他参考図等 適宜

概算工事費 数量計算書 －

概算工事費 －

報告書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

概略施工設備計画書 －

その他参考資料等 －
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表6.7.6 立坑詳細設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

立坑詳細 設 計 図 位置図 1:25000 市販地図等

設 計 全体一般図 1:200～1:500

構造一般図 1:50～1:100

構造詳細図 適宜

仮設構造物一般図 適宜

仮設構造物詳細図 適宜

その他参考図等 適宜

数量計算 数量計算書 －

報 告 書 設計概要書 －

座標計算書 －

検討書 －

設計計算書 －

施工計画書 －

施工設備計画書 －

その他参考資料等 －

表6.7.7 開削トンネル予備設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

開削トンネ 設 計 図 位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

ル予備設計 一般図 1:200～1:500

標準断面図 1:100

仮設計画図 1:200～1:500

交通処理基本計画図 適宜

その他参考図等 適宜

概算工事費 数量計算書 －

概算工事費 －

報告書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

概略施工設備計画書 －

その他参考資料等 －
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表6.7.8 開削トンネル詳細設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮尺 摘要

開削トンネ 設 計 図 位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

ル詳細設計 一般図 1:200～1:500

線形図 1:2500

トンネル標準断面図 1:100

構造一般図 1:50～1:200

構造詳細図 1:20～1:100

仮設工一般図 1:50～1:500

仮設工詳細図 適宜

その他参考図等 適宜

数量計算 数量計算書 －

報 告 書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

座標計算書 －

施工設備計画書 －

その他参考資料等 －

表6.7.9 トンネル設備予備設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮尺 摘要

トンネル 設 計 図 トンネル位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

設備予備 システム系統図 適宜

設 計 機器配置図 適宜

換気所･ポンプ室、集じん室

坑口廻り 適宜

機器配置配線図

機器割付図 適宜 非常用

機器据付図 適宜

配線系統図 適宜

制御系統図 適宜

単線結線図 適宜 受配電

貯水槽計画図 適宜 非常用排水

その他参考図等 適宜

概算工事費 数量計算書 －

概算工事費 －

報 告 書 設計概要書 －

検討書 －

設計計算書 －

その他参考資料等 －
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表6.7.10 トンネル設備詳細設計成果品一覧表

設計種別 設計項目 成果品項目 縮 尺 摘 要

トンネル 設 計 図 トンネル位置図 1:25000～1:50000 市販地図等

設備詳細 システム系統図 適宜

設 計 機器配置図 適宜

換気所･ポンプ室、集じん室

坑口廻り 適宜

機器配置配線図

機器割付図 適宜 非常用

機器据付図 適宜

機器外形寸法図 適宜 換気

機器組立断面図 適宜

配線系統図 適宜

機器配線図 適宜

制御系統図 適宜

盤類参考図 適宜

単線結線図 適宜 受配電

緩和照明曲線図 適宜 照明

水噴霧枝管敷設図 適宜 非常用

排水本管敷設図 適宜 非常用

電線･ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ敷設図 適宜

貯水槽計画図 適宜 非常用排水

その他参考図等 適宜

数量計算 数量計算書 －

報 告 書 設計概要書 －

設計計算書 －

検討書 －

その他参考資料等 －


